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「富山県ＰＴＡ連合会の知事要望」に係る令和７年度の主な事業 
 

生涯学習・文化財室 
 
1 質の高い学校教育の継続・発展 
(1) 教育の質の向上に必要な教員の確保           （単位：千円） 
(新)小学校新規採用教員サポート事業 ※１ 183,996 教職員課 

教頭マネジメント支援員配置事業 ※２ 9,990 教職員課 

退職教員等活用推進事業 2,368 教職員課 

「富山で先生になろう」応援事業 10,000 教職員課 

採用前研修事業 500 教職員課 

学校多忙化解消推進事業 414 教職員課 

キャリアステージ等に応じた研修の充実 5,558 教育みらい室（小中） 

ＧＩＧＡスクール構想推進事業 1,132 教育みらい室（小中） 

小中学校授業力向上対策事業 1,550 教育みらい室（小中） 

指導力向上特別研修事業 2,620 教育企画課 

特別支援学校障害種別研修 972 教育みらい室（特支） 

教員カウンセラー養成事業 212 教育みらい室（児童生徒支援担当） 

※１ 小学校の学級担任となる新規採用教員の負担を軽減するため、専門性の高い教科指導を行う
サポート教員を新たに配置 

※２ 円滑な学校運営と教頭の働き方改革の推進のため、教頭マネジメント支援員の配置を希望す
る市町村に対する経費を支援 

 
 
(2) 各種支援要員の増員と対策予算の大幅な増額       （単位：千円） 

不登校児童生徒に対する支援推進事業  434 教育みらい室（児童生徒支援担当） 

(新)校内教育支援センター整備支援事業 ※３ 9,700 教育みらい室（児童生徒支援担当） 

スクールカウンセラー配置事業 208,349 教育みらい室（児童生徒支援担当） 

いじめ総合対策事業 10,592 教育みらい室（児童生徒支援担当） 

スクールロイヤー活用事業 1,202 教育みらい室（児童生徒支援担当） 

(拡)スクールソーシャルワーカー活用事業 ※４ 36,520 教育みらい室（児童生徒支援担当） 

教育相談体制充実事業 6,600 教育みらい室（児童生徒支援担当） 

(新)大学生派遣こどもエール事業 ※５ 3,980 教育みらい室（小中） 

(新)外国人児童生徒等教育体制充実事業 ※６ 166 教育みらい室（小中） 

外国人児童生徒に対する日本語指導や生活適応指導等の充実 15,125 教職員課 

特別支援学校教育相談支援員 6,374 教職員課 

スクール・サポート・スタッフ配置事業 ※７ 323,188 教職員課 

※３ 不登校の未然防止等を図るため、新たに校内教育支援センターを設置する市町村を支援 
※４ 児童生徒の置かれている環境へ働きかけて問題解決を図るスクールソーシャルワーカーの小

中学校における配置時間を拡充 
※５ 児童生徒の学習意欲の向上、学習や生活のつまずきの解消に向けて、教員志望の学生等を県

内の小・中・義務学校に派遣 
※６ 日本語指導が必要な児童生徒への充実した支援を目指し、外国人児童生徒教育スーパーバイ

ザーを教育事務所に配置 
※７ 教員の負担軽減を図るため、学習プリントの準備等の業務を支援するスクール・サポート・

スタッフの配置 
 
(3) 部活動の地域移行後に必要な活動環境の整備支援      （単位：千円） 

地域部活動推進事業 ※８ 70,360 保健体育課、生涯学習・文化財室 

部活動指導員配置促進事業 ※９ 53,084 保健体育課、生涯学習・文化財室 

※８ 休日部活動の地域移行に向けて、地域ぐるみで部活動を支援する環境を構築 
※９ 部活動に係る教員の負担軽減と競技力の向上等を図るため、部活動指導員を配置 
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(4) 県内小中学校の「体育館のエアコンの設置率」の早期改善について   

小中学校の施設整備については、設置者である市町村が必要な財源を確保し、実
情に応じて教育環境の改善に取り組んでおり、体育館への空調設備の設置率につい
ては、文部科学省の調査では令和６年９月時点で 0.6%となっている。 
体育館の空調整備にあたっては、市町村において適切な空調方式の選定や多額の 

事業費の確保など多くの課題について整理いただく必要があり、県としても昨年９
月に実施した先進県調査の結果と併せ、全国の整備状況や利用可能な補助金等の財
源、整備時の留意点等を、今後の整備に役立てられるよう、全市町村に情報提供し
たところである。 
また、国が昨年の補正予算で創設した「空調設備整備臨時特例交付金」の活用も

可能であり、今後の募集の機会も捉え、更なる活用を市町村へ働きかけるとともに、
国に対しては、引き続き、事業の採択と事業費の確保を働きかけてまいりたい。 

【教育企画課】 
 
 
 

２ 一人一人の児童生徒を大切にする教育の推進と充実 
(1)  特別な支援が必要な子どもたちへの対応の迅速化      （単位：千円） 

とやまの特別支援教育強化充実事業  11,606 教育みらい室（特支） 
 

(2)  発達障害等を抱える児童生徒への支援について保護者への理解の推進（単位：千円） 
特別支援教育啓発・推進事業 18,532 教育みらい室（特支） 

 
(3)  特別支援学級の１学級あたり人数の少人数化につながる施策の実施 

在籍する児童生徒数が多く、かつ、学年が複数にまたがる特別支援学級において
は、児童生徒へのきめ細やかな支援に支障が生じ、担任の負担も大きい場合がある。 
県教育委員会では、そうした学級運営の困難性を考慮し、令和６年度には、国の   

加配を活用して特別支援学級の担任と合わせ、複数の教員で指導ができるようにし
ている。 
新年度の配置についても各学校の特別支援級の児童生徒の状況も見極め、対応す

ることとしている。                      【教職員課】 
 
 
 
３ 家庭・学校・地域で取り組む児童生徒の成長支援の推進 

(1) 「親学び講座」の参加率を高める施策の実施        （単位：千円） 
(新)とやま親学び充実事業 ※10 4,200 生涯学習・文化財室 

※10 多様化する現代の子育てに対応した親学びプログラムの作成や動画の配信等、より多くの保
護者の参加を促す取組みに重点を置いた親学びの推進 

 
(2) 「学校運営協議会」の充実・「開かれた学校」実現に向けた県のリーダーシップの発 

揮                           （単位：千円） 
社会に学ぶ「１４歳の挑戦」事業 13,971 教育みらい室（児童生徒支援担当） 

(新)地域・みらい創造講座開催事業 ※11 2,200 生涯学習・文化財室 

地域と学校の連携・協働体制構築事業 55,961 生涯学習・文化財室 

※11 ふるさと富山への愛着を深めて県内への人材定着へつなげるため、地域の魅力を発見するこ
とを中心とした学びの機会を提供 

 
(3)  スマホ・ネット・ゲーム依存の防止と情報モラル教育の充実 （単位：千円） 

とやまの子どもを守り育てるネット利用推進事業 160 教育みらい室（児童生徒支援担当） 

 
(4)  登下校時における安全確保と地域と連携した防災・防犯力の強化（単位：千円） 

学校安全教育推進事業 424 保健体育課 

防犯・防災教育指導者講習会の開催 268 保健体育課 
子どもの登下校安全対策事業 1,610 保健体育課 
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４ 子育て支援と若者世代の育成について 

(1)  富山県の豊かな自然環境・子育て環境・住みやすい環境ＰＲの強化（単位：千円） 
(新)子育て支援・少子化対策計画普及啓発事業 2,000 働き方改革・女性活躍推進室 

とやまの小・中学生ライフプラン教育充実事業 252 教育みらい室（小中） 

 
(2) 学校以外の子どもの居場所への支援            （単位：千円） 

フリースクール等通所児童生徒支援事業 10,030 教育みらい室（児童生徒支援担当） 
(拡)こどもの居場所づくり支援事業 ※12 4,000 こども家庭室 

※12 不登校など様々な困難を抱えるこどもが安心して過ごせる居場所づくりを促進 
 

(3) 子育てする家庭への経済的負担を軽減するための施策    （単位：千円） 
要保護・準要保護児童生徒に対する扶助費等 192 教育みらい室（小中） 
特別支援教育就学奨励費 136,465 教育みらい室（小中） 
富山県公立学校情報機器整備基金事業 ※13 1,639,442 教育企画課 

子育て支援ポイント制度事業 ※14 199,705 こども家庭室 

こども医療費助成事業 1,230,000 こども家庭室 

保育所等保育料軽減事業  220,420 こども家庭室 

※13 公立学校（小・中・義務教育（小・中））における児童生徒 1人 1台端末の更新を進めるため、 
更新費用等を助成 

※14 1歳半時３万円の電子ポイントの付与 
 
 
５ 富山県教育委員会・各市町村教育委員会・富山県ＰＴＡ連合会の相互連 
 携について                        

各市町村の教育委員会では、横のつながりを図る組織として市町村教育委員会連合
会があり、県に対する各種の要望を伺っているほか、県教育委員会においても、各市
町村教育委員会と連携や情報共有を図っており、自治体間の教育環境に大きな差が出
ないように努めている。 

開催予定会議 
 第１回市町村教育委員会教育長会議 令和７年４月下旬 

     第２回市町村教育委員会教育長会議 令和７年 10月下旬 
 第３回市町村教育委員会教育長（実務担当者）会議 令和８年２月下旬  
また、これまでも富山県ＰＴＡ連合会の皆様には、県教育委員会との意見交換会の 

  機会を設けていただいている。相互連携の方法等については、どのような機会を設け 
ることができるか、検討していきたい。   【教育企画課、生涯学習・文化財室】                        

      
 
 
 
 

     


